
契約名称及び内容
契約職等の氏名並びにそ
の所属する部局の名称及

び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号又
は名称及び住所

随意契約によることとした会計法令の根
拠条文及び理由

予定価格 契約金額 落札率
再就職の
役員の数

随意契約によらざるを得ない理由

随意契約に
よらざるを
得ない場合
の根拠区分

備考

湯ノ小屋沢川導水施設
ゴム引布製起伏堰補修
(群馬県利根郡みなかみ
町藤原）
平成２５年１０月３日～
平成２５年１２月２７日
機械設備工事

分任契約職　沼田総合
管理所長　薬師寺 公文
（群馬県沼田市上原町）

平成25年12月19日
日本自動機工（株）
（埼玉県さいたま市浦和
区岸町）

湯ノ小屋沢川導水施設ゴム引布製起
伏堰は、平成２５年９月１７日に起立運
転した際、ゴム本体から空気漏れが確
認された。これは、平成２５年９月１６
日に台風１８号の出水により倒伏する
際、流木・転石等が堰上部を流下しゴ
ム本体を損傷させた事が原因と考えら
れるが、そのままでは、奈良俣ダムへ
の導水に支障をきたすため、速やかな
対応が必要であり、当該業者は、当該
設備の製作・据付業者であり、設備の
構造、装置の機能に精通しており早急
な対応が可能だったため。（工事請負
契約の事務処理要領第５条第４項三
号）

4,210,500 4,189,500 99.5% －

湯ノ小屋沢川導水施設ゴム引布
製起伏堰は、平成２５年９月１７日
に起立運転した際、ゴム本体から
空気漏れが確認された。これは、
平成２５年９月１６日に台風１８号
の出水により倒伏する際、流木・
転石等が堰上部を流下しゴム本
体を損傷させた事が原因と考えら
れるが、そのままでは、奈良俣ダ
ムへの導水に支障をきたすため、
速やかな対応が必要であり、当該
業者は、当該設備の製作・据付業
者であり、設備の構造、装置の機
能に精通しており早急な対応が可
能だったため。
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長柄ダム風水被害応急
対策工事
（千葉県長生郡長柄町
山之郷地先）
平成25年10月22日～平
成25年11月29日
土木一式工事

分任契約職　千葉用水
総合管理所長　子安　幸
雄
（千葉県八千代市村上）

平成25年12月4日
（有）新日工
（千葉県長生郡長柄町
船木）

台風26号の降雨により、法面が崩落し
た長柄ダム管理用道路の通行を確保
し、崩落による被害拡大を防止するた
め（工事請負契約の事務処理要領第５
条第４項第三号）

4,179,000 3,906,000 93.5% －

台風26号の降雨により、法面が崩
落した長柄ダム管理用道路の通
行を確保し、崩落による被害拡大
を防止するため
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宇連ダム渇水対策緊急
仮取水施設設置外工事
（愛知県新城市川合字
大嶋地内外）
平成25年9月4日～平成
25年10月18日
土木一式工事

分任契約職　豊川用水
総合事業部長　伊藤保
裕（愛知県豊橋市今橋
町）

平成25年10月21日
青山建設（株）
（愛知県豊橋市東新町）

　本工事は、豊川用水における緊急渇
水対策として、宇連ダムにおける最低
水位以下の貯留水の活用を行うため、
仮設ポンプ等を設置するものである。
  異常渇水によって宇連ダムの貯水量
が急激に低下し、9月5日には最低水
位以下になり取水不能となることが想
定された。既に高率の節水取水対応を
実施していたことから、最低水位以下
の貯留水も引き続き取水する必要が
あり、これに必要な仮設ポンプ等の設
置を早急に行う必要が生じた。
  9月2､3日の豊川用水節水対策協議
会において、当該工事の実施及びこれ
に関する豊川緊急渇水調整協議会の
開催要請が決定されたことを踏まえ、
緊急契約を実施したものである。（工
事請負契約の事務処理要領第5条第4
項第三号）

6,846,000 6,142,500 89.7% －

　本工事は、豊川用水における緊
急渇水対策として、宇連ダムにお
ける最低水位以下の貯留水の活
用を行うため、仮設ポンプ等を設
置するものである。
  異常渇水によって宇連ダムの貯
水量が急激に低下し、9月5日に
は最低水位以下になり取水不能
となることが想定された。既に高
率の節水取水対応を実施してい
たことから、最低水位以下の貯留
水も引き続き取水する必要があ
り、これに必要な仮設ポンプ等の
設置を早急に行う必要が生じた。
  9月2､3日の豊川用水節水対策
協議会において、当該工事の実
施及びこれに関する豊川緊急渇
水調整協議会の開催要請が決定
されたことを踏まえ、緊急契約を
実施したものである。
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大貝戸サイホン漏水対
策工事
（三重県いなべ市藤原
町）
平成２５年１０月４日～
平成２５年１２月２０日
その他の工事

分任契約職　三重用水
管理所長　　嶺木厚範
（三重県三重郡菰野町）

平成25年12月16日
（株）伊勢工業
（三重県桑名市大字和
泉）

平成22年7月に当管理所と緊急時協力
協定を締結しており、緊急的な漏水に
ついて優先的に対応する当該業者
は、工事現場に最も近く、止水バンド
の製造・据付業者であり、PC管継ぎ目
からの漏水を緊急的に補修する工事
を数多く実施していることから、随意契
約を行った。（工事請負契約の事務処
理要領第5条第4項三号）

10,374,000 9,618,000 92.7% －

平成22年7月に当管理所と緊急時
協力協定を締結しており、緊急的
な漏水について優先的に対応す
る当該業者は、工事現場に最も近
く、止水バンドの製造・据付業者で
あり、PC管継ぎ目からの漏水を緊
急的に補修する工事を数多く実施
していることから、随意契約を行っ
た。
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青蓮寺ダム貯水池法面
対策工事
（三重県名張市中知山
地内）
平成25年9月19日～平
成25年11月20日
法面処理工事

分任契約職 木津川ダム
総合管理所長 柴田和昭
（三重県名張市下比奈
知）

平成25年11月8日
青葉工業（株）名古屋支
店
（愛知県名古屋市北区）

本件は、台風18号の影響による大雨
で、貯水池法面の崩落部浸食により、
上部構造物(名張市道)に被害が拡大
することが想定されるため応急復旧工
事が必要となる。また、貯水池法面の
崩落は洪水貯留準備水位(EL . 2 7
3m)から平常時最高貯水位(E L . 2 7 7
ｍ )間で発生しており、10月16日以降
の非洪水期に貯水位を上昇させること
から、早急の対策が必要となる。よっ
て、「緊急を要する場合で競争に付す
ることができない場合」の契約手続き
により、調査、設計、工事を依頼するも
のである。
本件を実施するに当たって、青葉工業
（株）は、実績もあり、近隣で同種の工
事を施工しており、早急に実施できる
ことから随意契約を締結するものであ
る。（工事請負契約の契約事務処理要
領第５ 条第４ 項第三 号）

3,013,500 3,013,500 100.0% －

本件は、台風18号の影響による
大雨で、貯水池法面の崩落部浸
食により、上部構造物(名張市道)
に被害が拡大することが想定され
るため応急復旧工事が必要とな
る。また、貯水池法面の崩落は洪
水貯留準備水位(EL . 2 7 3m)から
平常時最高貯水位(E L . 2 7 7 ｍ
)間で発生しており、10月16日以降
の非洪水期に貯水位を上昇させ
ることから、早急の対策が必要と
なる。よって、「緊急を要する場合
で競争に付することができない場
合」の契約手続きにより、調査、設
計、工事を依頼するものである。
本件を実施するに当たって、青葉
工業（株）は、実績もあり、近隣で
同種の工事を施工しており、早急
に実施できることから随意契約を
締結するものである。
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布目ダム管理用水力発
電設備修理
（奈良県奈良市北野山
町869-2布目ダム管理
所）
平成25年10月11日～平
成26年3月25日
電気工事

分任契約職 木津川ダム
総合管理所長 柴田和昭
（三重県名張市下比奈
知）

平成25年11月21日
（株）かんでんエンジニ
アリング
（大阪府大阪市北区）

布目ダムに設置の管理用水力発電設
備において、外的要因による運転停止
が発生した。     障害の原因は水車内
に堆積した土砂等によるものである。
土砂等を完全に除去するためには分
解点検実施する必要があり、点検を行
うために必要な技術資料の保有や設
備内容を熟知している事が必要であ
る。
  また、管理用水力発電は、放流設備
であり、維持放流を行うための重要な
設備である事や、管理用発電で発生し
た電力は、ダム管理用電力として使用
し、余剰電力の売電を行うなど、管理
コストの低減に大きな効果を発揮して
いる。以上から緊急に修理を行い、運
転の再開を行うものである。
    （株）かんでんエンジニアリングは、
当該設備製作納入業者の代理店であ
り、当該設備に関する技術資料の保有
や設備内容等に熟知していることか
ら、随意契約を締結するものである。
（工事請負契約の事務処理要領第５条
第４項二号及び三号）

3,906,000 3,570,000 91.4% －

布目ダムに設置の管理用水力発
電設備において、外的要因による
運転停止が発生した。     障害の
原因は水車内に堆積した土砂等
によるものである。土砂等を完全
に除去するためには分解点検実
施する必要があり、点検を行うた
めに必要な技術資料の保有や設
備内容を熟知している事が必要で
ある。
  また、管理用水力発電は、放流
設備であり、維持放流を行うため
の重要な設備である事や、管理用
発電で発生した電力は、ダム管理
用電力として使用し、余剰電力の
売電を行うなど、管理コストの低
減に大きな効果を発揮している。
以上から緊急に修理を行い、運転
の再開を行うものである。
    （株）かんでんエンジニアリング
は、当該設備製作納入業者の代
理店であり、当該設備に関する技
術資料の保有や設備内容等に熟
知していることから、随意契約を
締結するものである。
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上流端支川堆積土砂撤
去工事
（京都府京都市右京区
京北下宇津町内外）
平成25年10月19日～平
成26年3月14日
土木一式工事

分任契約職　日吉ダム
管理所長
青山　太洋
（京都府南丹市日吉町）

平成25年12月13日
小西建設
（京都府京都市右京区
京北下宇津町）

台風１８号の影響により、貯水池上流
端支川に大量の土砂が堆積し、洪水
時の周辺家屋等への浸水被害の発生
可能性を助長するため、早急に撤去す
る必要があるため、近隣業者より本工
事に対応可能な業者を選定して工事
を実施するものである。（工事請負契
約の事務処理要領第５条第４項第三
号）

8,053,500 7,980,000 99.1% －

台風１８号の影響により、貯水池
上流端支川に大量の土砂が堆積
し、洪水時の周辺家屋等への浸
水被害の発生可能性を助長する
ため、早急に撤去する必要がある
ため、近隣業者より本工事に対応
可能な業者を選定して工事を実施
するものである。
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付替県道青美線第２工
区法面応急復旧工事
（三重県伊賀市川上）
平成25年9月18日～平
成25年11月30日
土木一式工事

分任契約職　川上ダム
建設所長
神矢　弘
（三重県伊賀市阿保）

平成25年11月13日
（株）坂口組
（三重県伊賀市桐ヶ丘）

台風１８号の影響により、付替県道工
事施工箇所において斜面崩落が発生
し、早急に復旧対策を行う必要があっ
たため、近隣業者より本工事に対応可
能な業者を選定して工事を実施した。
（工事請負契約の事務処理要領第５条
第４項第三号）

7,560,000 7,507,500 99.3% －

風１８号の影響により、付替県道
工事施工箇所において斜面崩落
が発生し、早急に復旧対策を行う
必要があったため、近隣業者より
本工事に対応可能な業者を選定
して工事を実施した。
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矢木沢発電所　矢木沢
ダム関係道路(共用区
間)除雪委託
（群馬県利根郡みなかみ
町藤原）
平成２５年１２月１６日～
平成２６年３月３１日
その他工事

分任契約職　沼田総合
管理所長　薬師寺 公文
（群馬県沼田市上原町）

平成25年12月13日
東京電力（株）群馬支店
渋川支社
（群馬県渋川市石原）

矢木沢ダム管理用道路（共用区間）
は、水資源機構と東京電力（株）との共
同施設となっており、水資源機構として
ダムの管理・運用のために必要な道路
である。本契約（矢木沢発電所　矢木
沢ダム関係道路（共用区間）除雪委
託）は、「矢木沢ダム関係道路の維持
等に関する協定書」（昭和４３年３月１８
日締結、昭和６０年３月３０日変更）第
３条第１項（２）に基づき、東京電力
（株）に矢木沢ダム管理用道路（共用
区間）の除雪を委託するものであるた
め。（工事請負契約の事務処理要領第
５条第４項第一号）

13,379,735 13,379,735 100.00% －

矢木沢ダム管理用道路（共用区
間）は、水資源機構と東京電力
（株）との共同施設となっており、
水資源機構としてダムの管理・運
用のために必要な道路である。本
契約（矢木沢発電所　矢木沢ダム
関係道路（共用区間）除雪委託）
は、「矢木沢ダム関係道路の維持
等に関する協定書」（昭和４３年３
月１８日締結、昭和６０年３月３０
日変更）第３条第１項（２）に基づ
き、東京電力（株）に矢木沢ダム
管理用道路（共用区間）の除雪を
委託するものであるため。
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フィルダム堤体調査機器
撤去
（岩手県奥州市胆沢区
若柳字尿前）
平成２５年９月１７日～
平成２５年１１月２２日
設計業務

契約職　総合技術セン
ター所長　自閑茂治
（埼玉県さいたま市桜区
大字神田）

平成25年11月7日
青葉計測テクノ(株)
（宮城県仙台市太白区
鈎取）

本業務は、石淵ダムの下流に建設さ
れた胆沢ダムの試験湛水に伴う堤体
挙動計測を行っている調査機器を撤
去するものである。撤去は、胆沢ダム
が最低水位付近まで水位を低下させ
たときに実施することとなっており、そ
の期間は既に決定している。
８月に一般競争入札を行ったところ不
調となり、再度一般競争に付した場
合、作業期間を過ぎてしまうことから、
昨年度、同ダムに調査機器を設置し、
機器の取扱い及び現地に精通してい
る当該業者と随意契約を行うものであ
る。
（工事請負契約の事務処理要領第５条
第４項第七号）

1,354,500 1,221,150 90.2% －

本業務は、石淵ダムの下流に建
設された胆沢ダムの試験湛水に
伴う堤体挙動計測を行っている調
査機器を撤去するものである。撤
去は、胆沢ダムが最低水位付近
まで水位を低下させたときに実施
することとなっており、その期間は
既に決定している。
８月に一般競争入札を行ったとこ
ろ不調となり、再度一般競争に付
した場合、作業期間を過ぎてしま
うことから、昨年度、同ダムに調査
機器を設置し、機器の取扱い及び
現地に精通している当該業者と随
意契約を行うものである。
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浦山ダム清水バイパス
浮遊管緊急対策検討
(埼玉県秩父市浦山地内
他)
平成25年9月25日～平
成25年12月3日
設計業務

分任契約職　荒川ダム
総合管理所長
米崎文雄
（埼玉県秩父市荒川久
那４０４１）

平成25年11月8日
古河産業(株)
（東京都港区新橋４－２
１－３）

本業務は清水バイパスの漏水対策検
討を行うものである。
短期間で漏水箇所の調査及び対策方
法を決定する必要があるため、施工実
績があり清水バイパスに精通している
業者と随意契約を実施したものであ
る。（工事請負契約の事務処理要領第
5条第4項第三号）

1,533,000 997,500 65.1% －

本業務は清水バイパスの漏水対
策検討を行うものである。
短期間で漏水箇所の調査及び対
策方法を決定する必要があるた
め、施工実績があり清水バイパス
に精通している業者と随意契約を
実施したものである。
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ダム堤体周辺採水作業
（岐阜県下呂市金山町
卯野原地内）
平成25年12月12日～平
成26年2月9日
水質調査

分任契約職　岩屋ダム
管理所長　笹　繁生 （岐
阜県下呂市金山町卯野
原）

平成25年12月11日
（株）大紘コンサルタント
（岐阜県可児市土田）

岩屋ダムにおけるダム河床集水堤Aの
浸透量及び濁度が要因不明の上昇傾
向を示し、ダム本体の安全性に関わる
重大な事項であることから、原因特定
のため、日々の採水作業を緊急的に
実施する必要が生じたものである。な
お、本業者は近隣で対応可能な者で
あった。（工事請負契約の事務処理要
領第５条第４項第三号）

1,816,500 1,790,250 98.6% －

岩屋ダムにおけるダム河床集水
堤Aの浸透量及び濁度が要因不
明の上昇傾向を示し、ダム本体の
安全性に関わる重大な事項であ
ることから、原因特定のため、
日々の採水作業を緊急的に実施
する必要が生じたものである。な
お、本業者は近隣で対応可能な
者であった。

13



早明浦ダムＧＰＳ地すべ
り遠隔観測システム復
旧業務
（高知県土佐郡土佐町
田井地内（早明浦ダム・
高知分水管理所）
平成25年9月7日～平成
25年11月30日
地質調査業務

分任契約職　池田総合
管理所長　加納　茂紀
（徳島県三好市池田町）

平成25年11月14日
（株）パスコ徳島支店
（徳島県徳島市中州町）

本業務は、不具合が発生している早明
浦ダムＧＰＳ地すべり遠隔観測システ
ムの復旧を行うものである。当システ
ムは、地すべり地区のうち最重要地区
重要地区を中心に設置し、貯水池斜
面の挙動監視を行っており、監視が中
断することで管理上重大な支障をきた
すものである。当該業者は本システム
に精通している施工業者であることか
ら、速やかに適切な施工ができるもの
と判断できる。（工事請負契約の事務
処理要領第５条第４項第三号）

6,468,000 5,985,000 92.5% －

本業務は、不具合が発生している
早明浦ダムＧＰＳ地すべり遠隔観
測システムの復旧を行うものであ
る。当システムは、地すべり地区
のうち最重要地区重要地区を中
心に設置し、貯水池斜面の挙動
監視を行っており、監視が中断す
ることで管理上重大な支障をきた
すものである。当該業者は本シス
テムに精通している施工業者であ
ることから、速やかに適切な施工
ができるものと判断できる。

13

会計監査人による平成２
５事業年度会計監査契
約

契約職　副理事長　岩村
和平
（埼玉県さいたま市中央
区）

平成25年11月18日
あずさ監査法人
（東京都新宿区津久戸
町）

この業務は、独立行政法人通則法第３
９条の規定により会計監査人の監査を
受けるため、国土交通大臣に選任され
た会計監査人と監査契約を締結するも
のである。
   国土交通大臣による会計監査人の
選任に当たっては、独立行政法人の
長が監事の同意を得たうえで会計監
査人の候補者名簿を提出し、その選
任を求めることとされている。
   選任を求めるに当たっては、候補と
された監査法人に対し、監査にかかる
具体的な実施体制及び実施方法並び
に監査費用等を記載した会計監査人
選任企画書の提出を求め、定められ
た候補者選考基準（基本的要件・監査
実施体制・監査の実施方法・監査費
用）に従って、当該企画書を審査した
結果に基づき作成した候補者名簿を
国土交通大臣へ提出し、選任が行わ
れているものである。
   以上のように、この業務は企画・提
案内容による競争が行われた結果の
選任であり、契約の性質として競争を
許すものではない。（物品等の調達に
関する契約事務処理要領第４条第２項
第一号）

－ 27,756,000 － －

この業務は、独立行政法人通則
法第３９条の規定により会計監査
人の監査を受けるため、国土交通
大臣に選任された会計監査人と
監査契約を締結するものである。
   国土交通大臣による会計監査
人の選任に当たっては、独立行政
法人の長が監事の同意を得たう
えで会計監査人の候補者名簿を
提出し、その選任を求めることとさ
れている。
   選任を求めるに当たっては、候
補とされた監査法人に対し、監査
にかかる具体的な実施体制及び
実施方法並びに監査費用等を記
載した会計監査人選任企画書の
提出を求め、定められた候補者選
考基準（基本的要件・監査実施体
制・監査の実施方法・監査費用）
に従って、当該企画書を審査した
結果に基づき作成した候補者名
簿を国土交通大臣へ提出し、選任
が行われているものである。
   以上のように、この業務は企
画・提案内容による競争が行われ
た結果の選任であり、契約の性質
として競争を許すものではない。

1

日韓技術交流会議資料
翻訳及び通訳派遣業務

契約職　総合技術セン
ター所長　自閑茂治
（埼玉県さいたま市桜区
大字神田９３６）

平成25年12月10日

㈱翻訳センターパイオ
ニア
（東京都新宿区船河原
町）

一般競争入札での不調、発注ロット組
替えによる見積徴取の不落により、既
に開催期日が決まっている国際会議
の準備・運営に支障をきたすおそれが
あり、これを回避するため、当該業者と
随意契約を行ったものである。(物品等
の調達に関する契約事務処理要領第
４条第２項第五号)

－ 1,376,296 － －

一般競争入札での不調、発注ロッ
ト組替えによる見積徴取の不落に
より、既に開催期日が決まってい
る国際会議の準備・運営に支障を
きたすおそれがあり、これを回避
するため、当該業者と随意契約を
行ったものである。

13



宇連ダム非常用ゲート
整備

豊川用水総合事業部 平成25年11月14日
（株）ＩＨＩインフラ建設中
部支店
（愛知県名古屋市中区）

　宇連ダム非常用ゲート室内で漏水が
確認された。このまま漏水が続いた場
合、ダム監査廊等に影響が及び、ダム
の施設管理・運用に支障をきたすおそ
れがあるため、納入業者を相手方とし
て漏水原因の究明と応急の止水対策
を講じたものである。（物品等の調達に
関する契約事務処理要領第４条第２項
第五号）

－ 1,417,500 － －

　宇連ダム非常用ゲート室内で漏
水が確認された。このまま漏水が
続いた場合、ダム監査廊等に影
響が及び、ダムの施設管理・運用
に支障をきたすおそれがあるた
め、納入業者を相手方として漏水
原因の究明と応急の止水対策を
講じたものである。

13

Ａ重油購入
（Ａ重油１９，９００リット
ル）

分任契約職　琵琶湖開
発総合管理所長　青井
保男
（滋賀県大津市堅田）

平成25年10月17日
喜楽鉱業（株）
（滋賀県湖南市石部口）

９月１６日からの内水排除操作により１
４の排水機場の燃料補給が必要となっ
たため。給油量は、排水機場の運転を
行いながら残燃料と以降の運転の要
否等を勘案して決定するものであり、
常時概ね３日程度の燃料が必要であ
る。契約の相手方については、補給の
要請後２４時間程度で対応できる態勢
を有している業者であるため（物品等
の調達に関する契約事務処理要領第
4条第2項第5号）

－ 2,712,360 － －

９月１６日からの内水排除操作に
より１４の排水機場の燃料補給が
必要となったため。給油量は、排
水機場の運転を行いながら残燃
料と以降の運転の要否等を勘案
して決定するものであり、常時概
ね３日程度の燃料が必要である。
契約の相手方については、補給
の要請後２４時間程度で対応でき
る態勢を有している業者であるた
め。

13

〔記載要領〕
１．本表は、「随意契約見直し計画」の対象となっている契約を対象とすること。
２．本表は、平成22度に締結した契約のうち、平成23年度以降も競争性のない随意契約とならざるを得ないものについて、当該契約ごとに記載すること。
３．本表は、「公共調達の適正化について」（平成18年8月25日付財計第2017号）記３．の記載方法に準じて記載すること。
４．「随意契約によらざるを得ない事由」欄は、可能な限り具体的に記載する。「随意契約によらざるを得ない場合の根拠区分」欄は、別添の「随意契約事由別　類型早見表」の類型区分(１～１２)の番号を記載する。その他以下に該当する番号を記載する。
　　　・緊急の必要により競争に付することができない場合「１３」
　　　・競争に付することが不利と認められる場合「１４」
　　　・秘密の保持が必要とされている場合「１５」
　　　・競争に付しても入札者がないとき、又は再度の入札をしても落札者がない場合「１６」
　　　・特例政令に相当する規定に該当する場合「１７」
　　　・国において定める随意契約の限度額を超える契約で、法人の定める限度額を下回る契約については「１８」
　　　・その他、類型区分に分類できないものについては「１９」



随　　意　　契　　約　　事　　由 類型区分

≪競争性のない随意契約によらざるを得ない場合≫

　イ　契約の相手方が法令等の規定により明確に特定されるもの

　　(ｲ)法令の規定により契約の相手方が一に定められているもの 1

　　(ﾛ)条約等の国際的取決めにより、契約の相手方が一に定められているもの 2

　　(ﾊ)閣議決定による国家的プロジェクトにおいて、当該閣議決定により、その実施者が明示されているもの 3

　　(ﾆ)地方公共団体との取決めにより、契約の相手方が一に定められているもの 4

　ロ　当該場所でなければ行政事務を行うことが不可能であることから場所が限定され、供給者が一に特定される賃貸借契約(当該契約に付随する契約を含む。) 5

　ハ　官報、法律案、予算書又は決算書の印刷等 6

　ニ　その他

　　(ｲ)防衛装備品であって、かつ、日本企業が外国政府及び製造元である外国企業からライセンス生産を認められている場合における当該防衛装備品及び役務の調達等 7

　　(ﾛ)電気、ガス若しくは水又は電話に係る役務について、供給又は提供を受けるもの(提供を行うことが可能な業者が一の場合に限る。) 8

　　(ﾊ)郵便に関する料金(信書に係るものであって料金を後納するもの。） 9

　　(ﾆ)再販売価格が維持されている場合及び供給元が一の場合における出版元等からの書籍の購入 10

　　(ﾎ)美術館等における美術品及び工芸品等の購入 11

　　(ﾍ)行政目的を達成するために不可欠な特定の情報について当該情報を提供することが可能な者から提供を受けるもの 12

随意契約事由別　類型早見表




